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事業拡大のきっかけとなったのは、木更津市の老舗ホテル「ホテル観月荘」を 2004 年（平成 16 年）に買収
したことである。東京湾アクアラインの開通にともない、木更津港に入港する船便が次第に廃止され、それらの
運行に携わる関係者の木更津市での宿泊が激減した。「ホテル観月荘」は、2004 年（平成 16 年）に負債 23






























































表 2 地域再生を担う外国企業の特徴（筆者作成） 

























































































成 29 年、平成 30 年に「宿泊施設の生産性向上推進事業」を実施している。「宿泊業の生産性向上事例集」 1










































2019 年の日韓関係の悪化に伴い、訪日韓国人客数は、2019 年 8 月に 30 万 8700 人で前年比 48%減
（28 万 5000 人減）、9 月に 20 万 1200 人で前年比 58%減（27 万 8000 人減）となった。2019 年の 7 月、8
月、9 月の 3 か月間の減収は 692.6 億円（531.0 億～854.2 億円）に達すると試算されている 3。日本と韓国
の国境に位置する日本海の離島である長崎県対馬市の 2019 年 9 月の韓国からの観光客は対前年比 9 割
減の約 3 千人にとどまったと報じられている 4。いままでも 2003 年の SARS（重症急性呼吸器症候群）の流





果』2017 年。https://www.mlit.go.jp/report/press/land05_hh_000007.html（2020 年 1 月 8 日参照、下線は筆
者による） 
3 日経ビジネス 2019 年 10 月 23 日記事「訪日韓国人減少の損失を計算したら 693 億円だったが…」
https://business.nikkei.com/atcl/seminar/19/00067/100900014/?P=5 











本論文は、CHI 社がホテル再生に成功した 4 つのホテルの事例を取り上げて研究する。 
① 424,000 m2の「ホテルセキア」（熊本県玉名郡南関町） 
② 17,000 m2の「神戸ホテルフルーツ・フラワー」（兵庫県神戸市） 

















第 2 章 日本経済における旅行消費と宿泊業の重要性 
2.1. 旅行消費における宿泊業の重要性 
『令和元年版観光白書』5では、2018 年（平成 30 年）の旅行消費と訪日外国人旅行消費が経済にあたえる
重要性について、下記のようにまとめている。 
 旅行消費額の総額は 26.1 兆円に達し、国内産業への直接効果 25.8 兆円、付加価値効果 12.9 兆円
（GDP の 2.4%）、雇用効果 249 万人（全雇用の 3.7%）、税収効果 2.2 兆円（全税収の 2.2％）である。
生産波及効果（生産誘発額）は 55.2 兆円で、日本経済への貢献度は 5.4%、雇用誘発者数 472 万人で
日本経済への貢献度は 7%となる重要な産業である。 
 
図 2.１ 日本国内における旅行消費額（2018 年） 
（出典：令和元年版観光白書） 
 
 日本人国内宿泊旅行の消費額は、15.8 兆円。訪日外国人旅行者数は、3,119 万人（対前年比 8.7％
増）、その消費額は過去最高の 4 兆 5,189 億円（2012 年の 4.2 倍）になった。 
 訪日外国人旅行消費額を主な費目別では、宿泊費は最大な消費項目 29.2%で 1 兆 3,212 億円（2012
年の 3.6 倍）、飲食費は 21.6%の 9,783 億円（2012 年の 4.4 倍）、交通費は 10.3%の 4,674 億円
（2012 年の 4 倍）、娯楽サービス費 3.8%の 1,738 億円（2012 年の 5.9 倍）、そのほか買物代は 1 兆 
5,763 億円（2012 年の 4.6 倍）となっている。 
 訪日外国人旅行消費額の 4 兆 5,189 億円は、2018 年（平成 30 年）の最大の輸出品目である自動
車の輸出額（12 兆 3,072 億円）には及ばないものの、2 番目の輸出品目である半導体等電子部品の
輸出額（4 兆 1,502 億円）を上回っており、観光がすでに主要輸出産業の一つといえる。 
 
 















 日本国内のホテル・旅館等における延べ宿泊者数は、5 億 902 万人泊（前年比 0.1％減）となった。うち
日本人延べ宿泊者数は４億 2,043万人泊（前年比 2.2％減）、外国人延べ宿泊者数は 8,859万人泊（前
年比 11.2％増）となった。外国人宿泊者の重要性が高まっているが、日本人宿泊者が 82%を占めてお
り、宿泊業にとって、日本人宿泊者の確保が最重要の課題であるといえる。 
図 2.3 宿泊施設タイプ別客室稼働率の推移 
（出典：令和元年版観光白書） 
 2018 年（平成 30 年）の客室稼働率は、全体で 61.1％と前年（60.5％）を上回った。タイプ別では、シテ

























2020 年までに①訪日外国人旅行者数を 4,000 万人、②国内旅行消費額を 21 兆円、③訪日外国人旅行消
費額を 8 兆円などの目標を掲げている。 
帝国データバンクが行った業歴 100 年以上の老舗企業の倒産・休廃業・解散の調査(2000〜2018 年の
累計)によると、ホテル・旅館の倒産・休廃業・解散の件数が 270 件でと、分類された業種のなかで最も多い件
数となっている 8。帝国データバンク「全国企業倒産集計」における「旅館、その他宿泊所」の倒産件数は、








result_page=1&tclass1val=0（2020 年 1 月 8 日参照） 
7 観光経済新聞 2015 年 7 月 25 日。 
8 帝国データバンク「老舗企業」倒産・休廃業・解散動向調査（2018 年度）
https://www.tdb.co.jp/report/watching/press/p190701.html（2020 年 1 月 8 日参照） 





図 2.4 宿泊施設タイプ別客室稼働率の推移 












2.4 CHI 社の地域と連携したホテル再生事業 














月 9 日、台風 15 号が千葉県に大きな被害をもたらし広域に家屋の倒壊・停電・断水が発生した際に、「ラディ
ソンホテル成田」が停電復旧直後の 9月 11日から 13日の間、被災住民に入浴施設「湯楽城」を無料開放し、
 









































CHI 社が 9 社の経営破綻したホテルを買い取り、新たな資金を投下して顧客のニーズに応じた設備整備
やマーケティング、組織改革等に取り組むことにより、ホテルの再生に成功いている。CHI 社が 2003 年から
十数年間をかけて、総敷地面積 77 万 m2を超える 9 社のホテル再生を果たし、925 人を超える従業員を雇用









表 2.1 CHI 社直営ホテルの各種データ（出典:CHI 社内資料） 
ホテル名 種類 客室数 収容人数 所有地面積 延べ床面積 従業員 年間売上 固定資産税 
東京ベイプラザ
ホテル リゾート 96 室 200 人 7,800 ㎡ 9,000 ㎡ 70 人 6 億円 1,514 万円 
富士山ガーデ




ス 94 室 230 人 850 ㎡ 5,004 ㎡ 25 人 3 億円 710 万円 
ホテルセキア リゾート 186 室 890 人 424,000 ㎡ 25,942 ㎡ 170 人 15 億円 5,000 万円 
神戸ホテルフル




ネス 78 室 200 人 9,240 ㎡ 5,500 ㎡ 30 人 4 億円 600 万円 
デイナイス 




ネス 100 室 300 人 700 ㎡ 5,000 ㎡ 50 人 6 億円 700 万円 
ラディソン 
ホテル成田 リゾート 490 室 1100 人 125,400 ㎡ 45,000 ㎡ 200 人 18.5 億円 5,000 万円 
合計  1612 室  598,490 ㎡  789 人 83.5 億円 2 億 1260
万円 
上記のホテル事業を支援する東京事務所に 26人、ラディソンホテル成田に併設する東京湯楽城に 80人、





表 2.2 CHI ホテルの資産評価の変化（出典:CHI 社内資料と評価機関資料） 
ホテル名 買収前評価 買収後の内装費 現在の評価 
東京ベイプラザホテル 1.2 億円 1.5 億円 15 億円 
富士山ガーデンホテル 2 億円 8 億円 46 億円 
長崎ホテルマリンワールド 1 億円 4 億円 15 億円 
ホテルセキア 3 億円 3 億円 38 億円 
神戸ホテルフルーツ・フラワー 2 億円 8 億円 30 億円 
デイナイスホテル 28 億円 ‐ 90 億円 
大阪ベイプラザホテル 3.5 億円 3 億円 20 億円 
エアポートプラザホテル 3 億円 6 億円 ― 
ラディソンホテル成田 30 億円 ‐ 90 億円 
東京 湯楽城 ― 30 億円 ― 
合計 73.7 億円 63.5 億円 344 億円 










25,942 m2、客室数 186 室、収容人数 800 人、従業員 160 人の大規模のリゾートホテルである。立地は、熊
本県の北西部の南関町で福岡県大牟田市に隣接している。熊本空港から 55km（48 分）、福岡空港から
65km（55 分）、九州自動車道南関 IC から車で 5 分程度、九州新幹線新大牟田駅も距離は近いが、施設へ
の公共交通はなく自動車を用いたアクセスが必要である。 









2002 年（平成 14 年）に施設を開業当初から運営していた福南開発（大牟田市）が業績の不振に陥り、民事
再生法を申請した。2003 年（平成 15 年）に施設全体をアメリカの大手投資銀行「ゴールドマン・サックスグル
ープ」の子会社に買収された。その後、「（株）九州リースサービス」を経て、2008 年（平成 20 年）に韓国の不
動産投資会社「サイカンホールディングス」が所有者となり、当時に増加した韓国からの観光客をターゲットとし
てホテルを運営したが、施設改修などの積極的な施策を行うこともなく集客力を強化するには至らなかった。
経営不振から再度売却されることになり、2012 年（平成 24 年）に CHI 社がホテル周辺の所有権を取得し経
営の立て直しをはかり再生に成功している。 







3.2  CHⅠ社による経営改革 






も強化し日本国内の宿泊者と日帰り客が増えた。特に中国から来日客は、2012 年の 142 万人から 2018 年




表 2 にまとめることができる。 
表 3.1  ホテルセキアの買収前の課題と買収後の経営改革（筆者が作成） 








 2012 年尖閣諸島国有化 
 LCC の増加、クルーズ船寄港により、外国とのゲ
ートウェイが福岡空港、博多港以外に多様化 
 2018 年の九州の訪日外国人は 511 万人（前年
比 3.5%増）。韓国が 240 万人、中国 170 万人、




































































新しいマーケットの改革や経営改革を行うことができないまま、CHI 社が買収するまえに経営主体が 5 回も変


















































④ スポーツ： マウンテンバイク 
大自然の澄んだ空気の中を駆け抜けて「マウンテンバイクコース」を設け、毎年の春と秋に「セキアヒルズカ
ップ・マウンテンバイク 2 時間耐久」（2km コース、3km コース）も行っている。 







⑤ スポーツ： セキアヒルズ トレイル駅伝 
3〜5 人編成のチームで 1 周 4km のコースをリレー形式で 5 周するトレイル駅伝は、2019 年に第 10 回
目を開催している。 






















著名なヨガインストラクターを招いて、60 分間のヨガ、30 分間の休憩（温泉付）、60 分間のデトックスランチ
を組み合わせたプログラムを定期的に開催している。 
 
図 3.6 アロマヨガ瞑想とデトックスランチ 
出典:ホテルセキア社資料 
 
⑧ 「リゾートミーティング」の価値で新たな MICE 提案 









会議・セミナーなどのご利用に最適な洋室小宴会場 5 室がり、それぞれ収容 40 名の 3 室、70 名の 1 室、90






図 3.8  ホテルセキア日帰り会議と宿泊会議件数の推移 
出典:ホテルセキア社資料 
 
図 11 で示したように 2012年のホテルセキアの経営再建以来、日帰りと宿泊の会議利用件数が年々増えて
いる。知名度もなく、インフラが東京の大都市より整備していない地方において、ホテルセキアの「リゾートミー
ティング」という新しい MICE の提案が参考となる。 
⑨ なんかん夏まつり 




























3.3 平成 28(2016）年熊本地震の際の地域貢献 
2016 年（平成 28 年）4 月 14 日と 4 月 16 日に熊本県熊本地方を震央とする震度 7 の地震が発生した。
死亡（直接死）者が 50 人、避難者が約 11 万 6900 人、住宅の全壊が 8,673 棟、半壊が 34,726 棟、一部破




図 3.10 「くまもと県民テレビ」の平成 28（2016）年 5 月 2 日のホテルセキアでの中継映像 




















































第 4 章 「神戸ホテルフルーツ・フラワー」（兵庫県神戸市）町の再生事例 
農業観光施設・神戸市立フルーツ・フラワーパーク（神戸市北区大沢町上大沢 2150、以下「KFFP」という）
は、神戸市が「農業振興および都市と農村の交流」を目的に、総工費約 300 億円を投入し、神戸市北区に







戸市が KFFP ホテル棟などの施設を神戸ワイン社よる買い取り、平成 18（2006）年に指定管理者制度を導入
するなどの改善策を実施したが、累積赤字が解消せず、平成 26（2014）年 11 月に神戸市が KFFP ホテル棟




マリンピア神戸・海づり公園、④六甲山牧場の 4 つの産業振興・観光拠点を整備した。昭和 62（1987）年に
KFFP が「農業振興および都市と農村の交流」を目的にする農業振興拠点施設として整備基本構想が作成さ
れ、同年11月に着工した。平成 5(1993)年 4月にオープンした。約 35ha の敷地に、園芸バイテク館、温室、
果樹園といった農業振興施設と、ホテル、バーデハウス、バーベキュー場、プールといった憩いと安らぎの施
設が設けられたほか、開園後は、民間事業者の参画によって、遊園地、劇場などが整備された。また周辺には























表 4.1 神戸フルーツ・フラワーパークの構成 
出典:「フルーツ・フラワーパーク活性化検討委員会報告書」平成 24 年 11 月 


















（地元法人） フルーツ団地（ワイン用葡萄）、ビーフ団地 65ha 
KFFP の総建設費用は約 300 億円の中で、それぞれ神戸市が約 125 億円、財団法人神戸市園芸振興基
金協会が約 53 億円、株式会社神戸ワインが約 122 億円を負担していた（表 4.2）。特に欧米風の資材を使用
して建設したホテル棟はオランダの国立美術館を模した建物などは高額な投資になり、運営側にとって大きな
負担になった。（表 4.2） 
表 4.2 神戸フルーツ・フラワーパークの建設事業費 
出典:「フルーツ・フラワーパーク活性化検討委員会報告書」平成 24 年 11 月 
区分 事業内容 事業費 











ゲート、回廊等 52 億 6800 万円 
（株）神戸ワイン ホテル棟、ブランデービール館、ミルク館、ビーフ館 121 億 9500 万円 
小  計 209 億 7800 万円 
合   計 299 億 2900 万円 
 











図 4.2 神戸ホテルフルーツ・フラワーの外観 










て、営農施設を除くパーク全体を運営してきた。このパークの来場者数は当初の 1993 年度には年間 160 万
人にのぼり、順調であったが、1995年の阪神淡路大震災の影響もあり、3年目以降の来場者が激減、年間80
万人程度で推移、その後も来場者数は戻らず漸減傾向が続き 2010 年度には 40 万人台まで減少していた。
その結果、パークの運営は苦境に陥り、運営者としての神戸市も大きな資金負担を抱え、対策に苦慮していた。 
図 4.3 KFFP 開園以降の入園者の推移 

















4..2 CHI の傘下の再建成果―インバウンドで成り立つビジネスモデルの確立 
神戸ホテルフルーツ・フラワーパークでは、かつての外国人観光客の宿泊者がほんのわずかであった。再
建に着手した CHI は初年度で 1731 の海外団体、計 48300 人がホテルに泊まった。その中でほとんど中国
からの観光客であった。初年度の宿泊稼働率は 2013 年度の 61.49%から 88.27%までに上昇し、同年黒字
転換に成功した。また、4 階の事務所を 50 の宿泊室に改造した 9 月も宿泊稼働率は 82.69%であった。初年
度以降も宿泊稼働率は 90%台を維持している。 
図 4.4 2013 年～2017 年の宿泊稼働率 
出典: 神戸ホテルフルーツ・フラワーパーク運営状況諸表から整理。 
 
2013 年にホテル宿泊者は計 38568 人であったが、2014 年に 76900 人に上昇した。その中で 48300 人
が訪日外国人であった。2014 年から 2017 年まで神戸ホテルフルーツ・フラワーパークの日本人と外国観光
客の割合について、以下のようなグラフで示す。訪日外国人がホテルの稼働率の向上に大きく貢献している。 









表 4.3  ホテルセキアの買収前の課題と買収後の経営改革（筆者が作成） 

























































































































































16 多田 雅則「サービス・プロフィット・チェーンにみる従業員満足度 : 職場における管理・コミュニケーションの分析」日本
郵政公社郵政総合研究所 2005 年。 




図 5.4 有馬温泉と同質の神戸大沢温泉・金仙花の湯 
出典: 神戸ホテルフルーツ・フラワー資料 
 
ホテル内に神戸牛の焼肉を楽しめる、1,500 名を収容できる関西最大級の全天候対応型 BBQ 施設 


































ン」、「神戸大沢温泉 金仙花の湯」などの神戸ブランドの地域資源を活用して、従業員 160 人の雇用を創出



















第 5 章 東京ベイプラザホテル（千葉県木更津市）の再生事例 
5.1 「ホテル観月荘」から「東京ベイプラザホテル」への再生 
千葉県木更津市は人口約 13 万人で南房総最大の都市で商圏の中心地である。1991 年（平成 3 年）から
バブルが崩壊し、商圏の君津、富津、袖ケ浦の 3 市に商業施設ができたこともあり、木更津駅前商店街の地
価は、1991 年（平成 3 年）のピーク(108 万円／坪)を境に著しく下落し、1999 年（平成 11 年）から 2003 年
（平成 15 年）にかけて東京圏における地価下落率の 1 位となった。駅前から木更津そごうやダイエー、西友、
十字屋などの大型店舗が相次いで撤退した。1997 年（平成 9 年）12 月に東京湾アクアラインが完成したが、
期待していた東京のベッドタウンとしての宅地開発が進まずストロー効果で大量の消費が東京や横浜に流出
した。木更津商工会議所の統計によると、小売業の販売高は、1991 年（平成 3 年）の 1713 億円から、2004
年（平成 16 年）の 1231 億円まで 13 年間で 500 億円近く減少した 21。 
図 5.1 木更津市の地価公示の推移 




2004 年（平成 16 年）に負債 23 億円を抱え民事再生法を申請している。 
CHI 社が 2004 年（平成 16 年）11 月に本館・別館・南館・西館に分かれ、120 の客室のほかに 8 つの宴
会場をもつ「ホテル観月荘」を 3.2 億円で買収し、それまでの従業員をそのまま雇用し続け、改装費 3 億円を
投じてリニューアルし、主な顧客も「団体・港湾関係者＋広商圏からの集客」から「地元中心＋MICE＋インバ
 
21『朝日新聞』2007 年２月 11 日の記事 




































ル」に変更した。成田空港までも 70 分の距離にある。CHI 社は自社バス会社を設立し、「羽田空港＋成田空
港」へのアクセスを確保しインバウンド需要を積極的に取り入れている。この一連の施策を講じた結果、買収前





2015 年に 13 万 4141 人、2020 年に 13 万 7247 人、2030 年 13 万 9056 人、2040 年に 13 万 6991 人、
2045 年に 13 万 5220 人と、総人口は相対的に安定している。このことは、地域内の利用が重要であることが
分かる。 



















表 5.1  東京ベイプラザホテルの買収前の課題と買収後の経営改革（筆者が作成） 




 1999 年から 2003 年にかけて






に 308 店舗。店舗数日本一に 


































































ミナーなどの MICE も盛んである。CHI 社長がふるさと納税を通じて木更津市に貢献している点も市から評
価されている。 
5.3 2019 年（令和元年）台風 15 号の浴場とロビーの無料開放 
2019 年（令和元年）9 月 9 日の台風 15 号が木更津市で秒速 49.0 メートル（観測史上 1 位）を記録し、
20800 世帯が停電した。東京ベイプラザホテルは、浴場とロビーを無料開放し、携帯電話の充電やシャワー・







� 本当に協力してくれた友達・東京ベイプラザ様に感謝しかないです �」と投稿している。 
 
23 https://www.instagram.com/p/B2bbuTWlQni/?utm_source=ig_web_copy_link(2019 年 10 月 6 日参照) 














































洋路線のうち日本路線の占める割合は、2009 年の 72％から 2013 年の 49％にまで下落した。デルタ航空の
戦略の変更などにより、客室が縮小し客室稼働率も伸び悩みで、2016 年に CHI 社に売却した。 
現在の「ラディソンホテル成田」は、敷地面積 132,000m2、客室数 610室、客室稼働率 95%（買収前 68%）、
年間売上高 19.5 億円（2019 年度）のインターナショナル・リゾートホテルとして再生を果たしている。成田空港
に発着する多くの外国航空会社のクルーが利用するほか、成田空港を利用する国内外の観光客だけではな
く、MICE や日帰り利用が増えている。 
図 6.1 ラディソンホテル成田の外観（出典: https://www.travel.co.jp） 
 
6.2 CHI 社による経営改革 
「ラディソンホテル成田」は、広大な敷地に、スポーツジム、プール、テニスコート、スーパー銭湯などの健
康・スポーツ・リラクゼーション施設が充実しており、食事・BBQ も整っている。地元と緊密に連携し、アーバン






表 3 ラディソンホテル成田の買収前後の経営に関する比較（筆者が作成） 
 










本路線は、2009 年の 72％から 2013
年の 49％に低下。客室稼働率が減少 
 訪日外国人が2016年の2403万人から 2018
年の 3119 万人。 
 政府の 2016 年の「明日の日本を支える観光
ビジョン」で、訪日外国人旅行者数を 2020 年
に 4,000 万人、2030 年に 6,000 万、その消




































ターを 600 人規模の企業向け研修センターに 
新規投資 













 すべての運営は CHI 社が独自に行う。 
 ラディソンにブランド使用料を支払う 
 富里市と緊密に連携し、社会的価値も創造 






2016 年にホテルを買収した際、6 億円をかけて 1978 年に開業したホテルの客室・消防設備・内装を更新
し、デルタ航空（旧ノースウェスト航空）の研修・リコンフォームセンターを 600人規模の企業向け研修センター




























センターを 600 人規模の企業向け研修センターに MICE 向けにリノベーションしている。ホテル本館、別棟



























2019 年に 30 億円をかけて機内食工場をリノベーションしたスーパー銭湯「湯楽城」が完成し、江戸情緒を
体験できる空間の中で食事処・休憩スペース・カプセルホテル（129 室）を兼ね備え、国内外の観光客や日帰
り客が手軽に非日常性を体験しリフレッシュできるような施設である。建築面積が 10000m2 を超え、同時に収
容人数は 1300 人で、災害時の一時的避難施設として活用できるように整備している。2019 年 9 月 9 日、台
風 15 号が千葉県に大きな被害をもたらし広域に家屋の倒壊・停電・断水が発生している。「ラディソンホテル
成田」が停電復旧直後の 9 月 11 日から 13 日の間、被災住民に入浴施設「湯楽城」を無料開放した。成田地
区ホテル業協会に加盟している 20 社のホテルの中で被災住民に入浴施設を無料に開放したのは、「ラディソ
ン成田」の 1 社だけであった。無料開放の初日に 823 人、翌日に 1070 人、三日目に 1795 人、その後罹災































第７章 ホテル再生・地域再生を両立させる CHI 社のビジネスモデル 
7.1 CHI 社のホテル再生のビジネスモデル 
CHI 社は、下記の経営理念と目標に基づいて運営している。 
表 7.1 CHI 社の経営理念・目標（出典:筆者作成） 






















































































































① 図 2.1「日本国内における旅行消費額（2018 年（平成 30 年））」と図２「訪日外国人旅行消費額と製品
別輸出額との比較（2018 年（平成 30 年））」で示す通り、訪日外国人旅行者数は、3,119 万人で、そ











































マウンテンバイク・コース（年 2 回 150 人参加の競技）、野外ステージのイルミネーション、ヨガダン
ス、落語、ダンス、温泉、トレールラン（200 名参加の競技）、夏祭り（1000 人参加）、山車「大蛇
山」、森マルシェ、フリーマーケット（年 2 回 60 ブース） 
 ラディソンホテル成田 
江戸情緒のスーパー銭湯「湯楽城」、テラスバーベーキュ、散策、室内プール・屋内プール、ヨガ


































 神戸フルーツ・フラワーパーク・ホテル内の最高階にある第 3 セクターの役員室をインバウンド用
の客室に改装する。国内客と訪日外国人客を空間的に分離させる際に活用する。 
 ラディソンホテル成田 
































CHI 社の売上の 9 割が地元に還元していると概算できる。CHI 社が再生を果たした 9 軒のホテルの


























指摘しているように「総じて言えば、国内のホテル・旅館の年間の 100 日が黒字で 265 日は赤字」27で年
間を通して稼働率が低い。CHI 社は 265 日のアキをインバウンドで補うことによって稼働率を高めている。
長年経営不振のホテルを再生の初期段階において、インバウンドの取り込みが黒字転換のカギとなった。 
 ホテル旅館経営研究所のまとめによると、東京五輪・パラリンピック開催が決まって以降、「旅館を買いた
い」という外国人からの相談が殺到している。その約 9 割が中国人で契約件数は毎年 30～40 件に上っ
ており、「彼らは日本人客が減って経営に行き詰まる地方の旅館でも、中国から観光客をどんどん連れて
くることで十分稼げると踏んでいる」28という。一方では、2019 年の日韓関係の悪化に伴い、訪日韓国人
客数は、2019 年 8 月に 30 万 8700 人で前年比 48%減（28 万 5000 人減）、9 月に 20 万 1200 人で
前年比 58%減（27 万 8000 人減）となった。2019 年の 7 月、8 月、9 月の 3 か月間の減収は 692.6 億
円（531.0 億～854.2 億円）に達すると試算されている 29。日本と韓国の国境に位置する日本海の離島
である長崎県対馬市の 2019 年 9 月の韓国からの観光客は対前年比 9 割減の約 3 千人にとどまったと
報じられている 30。いままでも 2003 年の SARS（重症急性呼吸器症候群）の流行、2011 年の東日本大
震災、2012年の日中関係の悪化、2016年の熊本地震などの事件や災害などの不可抗力的な影響によ
り、訪日外国人の数が激減する事例は少なくない。 













加太宏邦 (2008 年)が指摘している通り、「1987 年に施行された「総合保養地域整備法」（リゾート法）のも
とで全国 42 地域に開発が承認され、投資額は民間 2 兆 5000 億円、自治体 7000 億円、関連投資（道路な
どのインフラ）が 5 兆円にのぼったが、完成した「巨大なハコ」が次々と破綻していった。旧厚生省の特殊法人
 
27 星野佳路「星野リゾートの 23 年の取り組みを簡潔にご説明します」首相官邸
www.kantei.go.jp/jp/singi/seirousi/26_3rd/siryo2.pdf、2014 年 11 月 19 日。 
28 株式会社ホテル旅館経営研究所 http://www.hrcc.jp。 
29 日経ビジネス 2019 年 10 月 23 日記事「訪日韓国人減少の損失を計算したら 693 億円だったが…」
https://business.nikkei.com/atcl/seminar/19/00067/100900014/?P=5 






全国に 13 基地がつくられ、投入した建設費・維持管理費・利息の総額は 3757 億円であったが、結果的に全






























設として活用できるように整備している。実際に 2019 年 9 月の台風 15 号が千葉県に大きな被害をもたらした

























































UNWTO（国連世界観光機関）の予測では、2018（平成 30）年に 14 億人だった海外旅行者数は 2030









ap.org/wp-content/uploads/2019/11/overtourism_Ex_Summary_low-2.pdf （2020 年 1 月 8 日参照） 
33 高坂晶子「求められる観光公害（オーバーツーリズム）への対応─持続可能な観光立国に向けて─」JR I レビュー 







① 観光による混雑、収容力、「許容できる変化の限度」の評価と適切な管理の仕組み 34が必要である。 
北海道のニセコ周辺では外国資本の高級コンドミニアムやホテルの建設が相次いでいる。世界的なスノ
ーリゾートとして外国人に人気の倶知安町は別荘やペンションの多い樺山地区の地点の 2019 年の地価
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